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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第６期

第１四半期連結
累計期間

第７期
第１四半期連結

累計期間
第６期

会計期間
自平成26年４月１日
至平成26年６月30日

自平成27年４月１日
至平成27年６月30日

自平成26年４月１日
至平成27年３月31日

売上高 （百万円） 23,215 31,610 111,417

経常利益 （百万円） 2,179 2,315 10,561

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純利益
（百万円） 1,387 1,438 5,774

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 1,211 2,876 5,973

純資産額 （百万円） 46,758 53,004 50,958

総資産額 （百万円） 67,218 103,599 104,877

１株当たり四半期（当期）純利

益金額
（円） 42.56 43.88 176.89

潜在株式調整後１株当たり四半

期（当期）純利益金額
（円） － 43.85 －

自己資本比率 （％） 69.4 50.7 48.2

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には消費税等は含まれておりません。

３．第６期第１四半期連結累計期間及び第６期の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額について

は、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載しておりません。

４．「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日）等を適用し、当第１四半期連結

累計期間より、「四半期（当期）純利益」を「親会社株主に帰属する四半期（当期）純利益」としておりま

す。

２【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重

要な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記

載した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

２【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

なお、当第１四半期連結累計期間より、「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13

日）等を適用し、「四半期純利益」を「親会社株主に帰属する四半期純利益」としております。

(1）業績の状況

当第１四半期連結累計期間（平成27年４月１日～平成27年６月30日）におけるわが国経済は、円安や株高を背

景に企業収益や雇用・所得環境の改善傾向が続きました。しかし、企業活動に関しては、残存する在庫調整圧力

により生産の回復が一服し、輸出の増勢に陰りが出るなど、やや足踏みする動きも見られました。個人消費につ

いては、円安による物価上昇や節約志向の持続により、全体として勢いを欠く状況が続きましたが、一部、イン

バウンド需要の増加や株高による資産効果からの消費増などの動きも見られました。海外経済動向など景気の下

振れリスクにも留意する必要があり、先行きは依然として不透明な状況にあります。

当第１四半期連結累計期間の売上高は31,610百万円（前年同四半期比8,395百万円増、36.2％増）、営業利益

は2,289百万円（前年同四半期比110百万円増、5.1％増）、経常利益は2,315百万円（前年同四半期比135百万円

増、6.2％増）、親会社株主に帰属する四半期純利益は1,438百万円（前年同四半期比50百万円増、3.7％増）と

なりました。

セグメントの業績は次のとおりであります。

①  貴金属事業

エレクトロニクス分野では、国内市場の縮小は続いていますが、Eスクラップ事業および洗浄事業の市場シ

ェアを拡大し、金の回収量は前年同期比で増加しました。デンタル分野では、歯科材料として使用される貴金

属量が減少する中、金・パラジウムの回収量は前年同期比で減少しました。宝飾分野では、宝飾買取業顧客を

増やしたことにより、金・銀・プラチナの回収量は前年同期比で増加しました。自動車触媒分野では、新規の

自動車解体業顧客の開拓に努めた結果、プラチナの回収量は前年同期比で増加しました。

金およびパラジウムの平均販売単価は前年同期実績を上回りました。銀およびプラチナの平均販売単価は前

年同期実績を下回りました。

北米における金・銀精錬事業については、2015年３月のグループ入りを契機に技術交流に取り組み、シナジ

ーの最大化ならびに事業基盤の強化に努めています。

この結果、当第１四半期連結累計期間の売上高は22,487百万円、営業利益は1,876百万円となりました。

②  環境保全事業

国内企業の生産活動はいまだ活発とはいえず、産業廃棄物の排出量は総じて減少傾向にあります。このよう

な中、当社グループ各社はスポット案件の獲得や新規取引先開拓などにより、廃棄物取扱量を確保しました。

その結果、廃液・汚泥を中心に、総じて取扱量は前年同期実績を上回りました。

この結果、当第１四半期連結累計期間の売上高は3,585百万円、営業利益は390百万円となりました。

③  ライフ＆ヘルス事業

健康機器分野では個人消費が依然として回復せず、マッサージチェアをはじめとして売り上げの回復には至

っていません。こうした中、顧客ニーズに沿った小型商材投入などの施策を講じています。建設関連市場にお

いては、多くの工事案件はあるものの、資材価格上昇や労働者需給の逼迫で、昨年同様、工事の完工・着工遅

れや工事予算縮減等が続きました。当社グループの空調システム設計施工や電気ヒーター分野はその影響を受

けました。

この結果、当第１四半期連結累計期間の売上高は5,538百万円、営業利益は22百万円となりました。

(2）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

(3）研究開発活動

当第１四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、117百万円であります。

なお、当第１四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 129,000,000

計 129,000,000

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現在
発行数（株）
（平成27年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成27年８月12日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 36,254,344 36,254,344
東京証券取引所

市場第一部

単元株式数

100株

計 36,254,344 36,254,344 － －

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

平成27年４月１日～

平成27年６月30日
－ 36,254,344 － 4,480 － 6,054

（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成27年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。

①【発行済株式】

平成27年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 3,519,000 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 32,668,900 326,689 －

単元未満株式 普通株式 66,444 － －

発行済株式総数 36,254,344 － －

総株主の議決権 － 326,689 －

②【自己株式等】

平成27年６月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

アサヒホールディング

ス㈱

神戸市中央区加納町

四丁目４番17号
3,519,000 － 3,519,000 9.71

計 － 3,519,000 － 3,519,000 9.71

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成27年４月１日から平

成27年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成27年４月１日から平成27年６月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成27年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成27年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 11,046 8,756

受取手形及び売掛金 15,146 13,670

商品及び製品 4,855 4,206

仕掛品 9,141 9,403

原材料及び貯蔵品 1,633 1,778

その他 6,773 8,746

貸倒引当金 △40 △35

流動資産合計 48,556 46,526

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 12,298 12,268

土地 14,568 14,571

その他（純額） 5,467 5,579

有形固定資産合計 32,334 32,419

無形固定資産

のれん 21,737 22,421

その他 906 916

無形固定資産合計 22,643 23,338

投資その他の資産 ※1,343 ※1,315

固定資産合計 56,321 57,072

資産合計 104,877 103,599
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成27年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成27年６月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 6,161 6,924

短期借入金 26,171 25,871

1年内返済予定の長期借入金 270 5,270

未払法人税等 2,111 681

賞与引当金 747 381

役員賞与引当金 36 －

修繕引当金 106 73

製品保証引当金 85 86

売上割戻引当金 371 411

返品調整引当金 13 15

その他 9,526 6,943

流動負債合計 45,603 46,658

固定負債

長期借入金 6,550 1,415

退職給付に係る負債 126 133

その他 1,639 2,387

固定負債合計 8,316 3,936

負債合計 53,919 50,594

純資産の部

株主資本

資本金 4,480 4,480

資本剰余金 6,038 6,106

利益剰余金 44,459 44,915

自己株式 △5,159 △5,043

株主資本合計 49,819 50,460

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 33 38

繰延ヘッジ損益 313 364

為替換算調整勘定 338 1,696

その他の包括利益累計額合計 685 2,098

新株予約権 77 45

非支配株主持分 375 399

純資産合計 50,958 53,004

負債純資産合計 104,877 103,599
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年６月30日)

売上高 23,215 31,610

売上原価 19,591 25,037

売上総利益 3,624 6,573

販売費及び一般管理費 1,445 4,284

営業利益 2,178 2,289

営業外収益

受取利息 7 12

受取配当金 1 1

為替差益 － 56

その他 19 13

営業外収益合計 28 83

営業外費用

支払利息 6 50

為替差損 15 －

その他 4 6

営業外費用合計 26 57

経常利益 2,179 2,315

特別利益

固定資産売却益 4 7

投資有価証券売却益 6 －

新株予約権戻入益 － 1

特別利益合計 10 8

特別損失

固定資産除却損 2 2

固定資産売却損 5 －

減損損失 12 －

投資有価証券評価損 3 －

特別損失合計 24 2

税金等調整前四半期純利益 2,165 2,321

法人税、住民税及び事業税 520 625

法人税等調整額 257 234

法人税等合計 778 859

四半期純利益 1,386 1,461

非支配株主に帰属する四半期純利益又は非支配株主

に帰属する四半期純損失（△）
△0 23

親会社株主に帰属する四半期純利益 1,387 1,438
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年６月30日)

四半期純利益 1,386 1,461

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 6 5

繰延ヘッジ損益 △82 50

為替換算調整勘定 △95 1,358

持分法適用会社に対する持分相当額 △3 －

その他の包括利益合計 △175 1,414

四半期包括利益 1,211 2,876

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 1,214 2,851

非支配株主に係る四半期包括利益 △2 24
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【注記事項】

(会計方針の変更)

・企業結合に関する会計基準等の適用

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」とい

う。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成25年９月13日。以下「連結会計基準」

という。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号 平成25年９月13日。以下「事業分離等

会計基準」という。）等を当第１四半期連結会計期間から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当

社の持分変動による差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用と

して計上する方法に変更しております。また、当第１四半期連結会計期間の期首以後実施される企業結合につい

ては、暫定的な会計処理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する四半期連結会計期間の四

半期連結財務諸表に反映させる方法に変更を行っております。加えて、四半期純利益等の表示の変更及び少数株

主持分から非支配株主持分への表示の変更を行っております。当該表示の変更を反映させるため、前第１四半期

連結累計期間及び前連結会計年度については、四半期連結財務諸表及び連結財務諸表の組替を行っております。

企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項(4)、連結会計基準第44－５項(4)及び事

業分離等会計基準第57－４項(4)に定める経過的な取扱いに従っており、当第１四半期連結会計期間の期首時点

から将来にわたって適用しております。

なお、これによる当第１四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益に与える影

響はありません。また、当第１四半期連結会計期間末の資本剰余金に与える影響はありません。

（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更）

・有形固定資産の減価償却方法の変更

従来、当社及び国内連結子会社は有形固定資産（リース資産を除く）の減価償却方法については、定率法(た

だし、平成10年４月１日以降に取得した建物(建物附属設備は除く)については定額法)を採用しておりました

が、当第１四半期連結会計期間より定額法に変更しております。

この変更は、中期経営計画における投資計画の検討を機に、有形固定資産の減価償却の方法について再度検討

したことによるものであります。その結果、当社の製品需要実態から、今後長期安定的に稼働することが見込ま

れるため、有形固定資産の減価償却方法として定額法を採用することが費用配分の観点から合理的であり、経済

実態をより適切に反映できると判断し、今回の変更を行うものであります。

これにより、従来の方法によった場合に比べ、当第１四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調

整前四半期純利益はそれぞれ48百万円増加しております。
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（四半期連結貸借対照表関係）

※  資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額

前連結会計年度
（平成27年３月31日）

当第１四半期連結会計期間
（平成27年６月30日）

投資その他の資産 24百万円 24百万円

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次

のとおりであります。

前第１四半期連結累計期間
（自 平成26年４月１日

至 平成26年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自 平成27年４月１日
至 平成27年６月30日）

減価償却費 391百万円 509百万円

のれんの償却額 97 426

（株主資本等関係）

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（自平成26年４月１日 至平成26年６月30日）

配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年５月12日

取締役会
普通株式 982 30.00 平成26年３月31日 平成26年５月30日 利益剰余金

（注） 平成26年５月12日取締役会決議による配当金の総額には、従業員持株会信託口に対する配当金４百万円が含ま

れております。

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自平成27年４月１日 至平成27年６月30日）

配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年５月11日

取締役会
普通株式 982 30.00 平成27年３月31日 平成27年５月29日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（自平成26年４月１日 至平成26年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：百万円）

貴金属
事業

環境保全
事業

ライフ＆ヘルス
事業

合計

売上高

外部顧客への売上高 18,741 3,537 936 23,215

セグメント間の内部売上高又は振替高 - - - -

計 18,741 3,537 936 23,215

セグメント利益 1,846 323 9 2,178

（注） セグメント利益の合計額は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

当社子会社が保有する土地については、売却予定となったことから帳簿価額を回収可能価額まで減額

し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上しております。

その結果、貴金属事業において8百万円、環境保全事業において3百万円、それぞれ減損損失を計上して

おります。
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Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自平成27年４月１日 至平成27年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：百万円）

貴金属
事業

環境保全
事業

ライフ＆ヘルス
事業

合計

売上高

外部顧客への売上高 22,487 3,585 5,538 31,610

セグメント間の内部売上高又は振替高 - - - -

計 22,487 3,585 5,538 31,610

セグメント利益 1,876 390 22 2,289

（注） セグメント利益の合計額は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。

２．報告セグメントの変更等に関する事項

（報告セグメントの区分変更）

当社グループは、平成26年７月１日付の株式会社フジ医療器の子会社化に伴い、当社グループの企業活

動の実態に即したより適切な経営情報の開示を行うため、前第２四半期連結会計期間より従来の「環境保

全事業」を「環境保全事業」及び「ライフ＆ヘルス事業」の２つに分割し、「貴金属事業」、「環境保全

事業」及び「ライフ＆ヘルス事業」の３つを報告セグメントとしております。

なお、前第１四半期連結累計期間のセグメント情報は、変更後の報告セグメントの区分に基づき作成し

たものを開示しております。

（報告セグメントの名称変更）

当第１四半期連結会計期間より、前期まで「貴金属リサイクル事業」というセグメント名称で表記して

いた同事業について、より事業内容に則した「貴金属事業」という名称に変更しております。なお、当該

セグメントの名称変更によるセグメント情報に与える影響はありません。

なお、前第１四半期連結累計期間のセグメント情報は、変更後のセグメントの名称に基づき作成したも

のを開示しております。

（有形固定資産の減価償却方法の変更）

従来、当社及び国内連結子会社は有形固定資産（リース資産を除く）の減価償却方法については、定率

法(ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物(建物附属設備は除く)については定額法)を採用してお

りましたが、当第１四半期連結会計期間より定額法に変更しております。

この変更に伴い、従来の方法と比較し、当第１四半期連結累計期間のセグメント利益は、貴金属事業で

22百万円、環境保全事業で19百万円、ライフ＆ヘルス事業で6百万円それぞれ増加しております。

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎

は、以下のとおりであります。

前第１四半期連結累計期間
（自 平成26年４月１日
至 平成26年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自 平成27年４月１日
至 平成27年６月30日）

(1)  １株当たり四半期純利益金額 42円56銭 43円88銭

（算定上の基礎）

親会社株主に帰属する四半期純利益金額

（百万円）
1,387 1,438

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純

利益金額（百万円）
1,387 1,438

普通株式の期中平均株式数（千株） 32,592 32,776

(2)  潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 － 43円85銭

（算定上の基礎）

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額

（百万円）
－ 1,438

（うち支払利息（税額相当額控除後）

（百万円））
－ －

（うち事務手数料（税額相当額控除後）

（百万円））
－ －

普通株式増加数（千株） － 21

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当た

り四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式

で、前連結会計年度末から重要な変動があったものの

概要

－

（注）１．前第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、希薄化効果を有して

いる潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．「従業員持株会信託口」が保有する当社株式を、「１株当たり四半期純利益金額」の算定上、期中平均株式

数の計算において控除する自己株式に含めております（前第１四半期連結累計期間143千株、当第１四半期

連結累計期間－千株）。

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

２【その他】

（剰余金の配当）

平成27年５月11日開催の取締役会において、平成27年３月31日を基準日として、剰余金の配当（期末）を行うこ

とを次のとおり決議いたしました。

① 配当金の総額 982百万円

② １株当たり配当額 １株当たり30円

③ 効力発生日 平成27年５月29日
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

平成27年８月12日

アサヒホールディングス株式会社

取締役会 御中

新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 長 光雄 印

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 竹野 俊成 印

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているアサヒホールデ

ィングス株式会社の平成27年４月１日から平成28年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成27年４

月１日から平成27年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成27年４月１日から平成27年６月30日まで）に係る

四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記に

ついて四半期レビューを行った。

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、アサヒホールディングス株式会社及び連結子会社の平成27年６月30日

現在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項

がすべての重要な点において認められなかった。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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